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内の主たる営業所の所在地。以下同じ。）の区
分に応じ、同別記に定める提出場所において、
随時受け付ける。また、当該者が申請書及び
資料を提出したときに限り、中国地方整備局
総務部契約課（〒7308530 広島県広島市中
区上八丁堀６30 電話0822219231）に
おいても当該一般競争参加資格の認定に係る
申請を受け付ける。
 工事費内訳書の提出
 本工事の競争参加者は、第１回の入札書
に記載される入札価格に対応した工事費内
訳書の提出を求める。工事費内訳書の様式
については配付されるものを使用してもよ
いが、それによらない場合は別記様式７に
より表計算ソフト（Excel2010等）で作成
すること。
電子による入札の場合は、入札書に工事
費内訳書ファイルを添付し同時送付するこ
と。紙による入札を行う場合には、押印及
び記名を行った工事費内訳書を提出すると
ともに、電子データを併せて提出すること。
なお、当該工事費内訳書及びデータの記録
媒体は、表封筒と入札書を入れた中封筒の
間に入れて、表封筒及び中封筒に各々封緘
をして提出すること。
 工事費内訳書は、発注者名、商号又は名
称、住所及び工事名を記載し、入札価格に
対応した工事区分、各工種、種別及び細別
に相当する項目に対応するものの単位、員
数、単価及び金額を表示したものとする。
なお、少なくとも数量総括表に掲げる項目
は全て記載すること。
入札の際に工事費内訳書が未提出又は提
出された工事費内訳書が未記入である等不
備がある場合は、当該工事費内訳書の提出
業者の入札を無効とすることがある。
また、提出された工事費内訳書を必要に
応じ公正取引委員会に提出する場合があ
る。
注）電子入札システムにより工事費内訳書
を提出する場合には押印は不要である。
なお、紙入札方式による場合は、押印
すること。

 低入札価格調査制度調査対象工事の場合に
は、不当廉売の疑いがあるものとして公正取
引委員会に報告することがある。
 支払条件 本工事において、中間前金払に
代わり、既済部分払を選択した場合には、短
い間隔で出来高に応じた部分払や設計変更協
議を実施する「出来高部分払方式」を採用す
る。
 本案件は、資料提出及び入札等を電子入札
システムで行うものであり、対応についての
詳細は入札説明書による。
 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Isamu Bitou Director‑

General of Chugoku Regional Development

Bureau, Ministry of Land, Infrastructure,

Transport and Tourism

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Construc‑

tion work of Ozuki‑Bypass Koyagawa via‑

duct upper steel

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification by electronic bidding system :

5 : 00 P.M. 18 May 2015

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system 10 : 30 A.M. 14

July 2015 (tenders brung with 10 : 30 A.M.

14 July 2015 or submitted by mail 10 : 30

A.M. 14 July 2015)

 Contact point for tender documentation :

Contract Division, General Affairs De‑

partment, Chugoku Regional Development

Bureau, Ministry of Land, Infrastructure,

Transport and Tourism, 630, Kami‑
hacchobori, Nakaku, Hiroshima 7308530
TEL 0822219231 Extension 2526

入札公告（建設工事）の変更
次のとおり変更します。
平成 27 年５月７日
国立研究開発法人放射線医学総合研究所

契約担当役 理事 黒木 慎一

◎調達機関番号 516 ◎所在地番号 12
１ 掲載日 平成27年４月16日（号外政府調達第
72号）
２ 訂正内容 27ページ１段目、国立研究開発法
人放射線医学総合研究所に係る「入札公告」第
１号中、１の中「平成29年８月31日」を「平
成29年12月27日」に変更します。

競争参加者の資格に関する公示
北海道開発局留萌開発建設部が発注する一般国
道232号羽幌町築別橋上部工事は、特定建設工事
共同企業体が競争に参加できることとし、当該共
同企業体の資格審査に関し、その基本となるべき
事項並びに申請の時期及び方法等について予算決
算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第72条第
４項の規定に基づき、次のとおり公示する。
平成 27 年５月７日

北海道開発局長 岡部 和憲
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 01
１ 工事名 一般国道232号羽幌町築別橋上部工
事（電子入札対象案件）
２ 工事場所 北海道苫前郡羽幌町
３ 工事内容 工事延長：Ｌ＝600ｍ（ＳＰ＝
70500～ＳＰ＝71100）、橋長：Ｌ＝1782ｍ（支
間長４＠43225）、橋梁形式：４径間連結ポス
テンＰＣＴ桁橋、主桁製作架設：Ｎ＝16本、コ
ンクリート：Ｖ＝約1193、鉄筋：Ｗ＝103ｔ、
付属物工：Ｎ＝１式（防護柵、支承工、伸縮装
置工）
４ 工事区分 ＰＳコンクリート
５ 資格審査申請書の受付期間及び受付場所
 受付期間 平成27年５月７日から平成27年
６月１日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除
く。）。
なお、平成27年６月２日以降（土曜日、日
曜日及び祝日を除く。）においても、随時、申
請を受け付けるが、当該開札の時まで審査が
終了せず、競争に参加できないことがある。
 受付場所 〒0608511 札幌市北区北８条
西２丁目札幌第１合同庁舎 北海道開発局事
業振興部工事管理課（電話0117092311
内線5480）

６ 共同企業体の構成員の数、資格要件等
 構成員の数は、２又は３社とする。
 構成員の組合せは、北海道開発局における
工事区分「ＰＳコンクリート」に係る一般競
争参加資格の決定を受けている者であること
（会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づき更生手続開始の申立てがなされている者
又は民事再生法（平成11年法律第225号）に
基づき再生手続開始の申立てがなされている
者については、手続開始の決定後、北海道開
発局長が別に定める手続に基づく一般競争参
加資格の再決定を受けていること。）。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
６の再決定を受けた者を除く。）でないこ
と。
 当該競争参加資格に係る申請の期限の日か
ら決定を行う日までの期間に、北海道開発局
工事契約等指名停止等の措置要領（昭和60年
４月１日付け北開局工第１号）に基づく指名
停止を受けていないこと。
 各構成員が、次の各号の要件を満たすもの
とする。
ア 発注工事に対応する建設業法（昭和24年
法律第100号）の許可業種につき、許可を
受けてからの営業年数が５年以上あるこ
と。ただし、発注工事と同種の工事につい
て相当の施工実績を有し、確実かつ円滑な
共同施工が確保できると認められる場合に
おいては、許可を受けてからの営業年数が
５年未満であっても、これを同等として取
り扱うことができるものとする。
イ 平成12年度以降に、次のからの要件
を満たす製作及び架設工事を元請として施
工した実績を有すること（共同企業体の構
成員としての実績は、出資比率が20％以上
の場合のものに限る。）。
 道路橋（Ａ活荷重又はＴＬ－20以上）
または鉄道橋（モノレール及び新交通は
除く）であること。
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